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１ モニタリングの総則 

(1) モニタリングの概要 

 ＰＦＩ事業者は、本事業を適正かつ確実に遂行するために、本事業の事業期間にわ

たり、本事業を実施することにより達成しなければならない次のアからエまでに掲げ

る水準その他の事項（以下、これらを総称して「要求水準」という。）を達成している

こと及び達成しないおそれが無いことについて自ら確認するとともに管理しなければ

ならないものとする。 

ア 本事業に関する経営管理の状態 

イ 本施設及び提供公園（以下「本施設等」という。）の性能 

ウ 本事業の実施に関する業務成果の水準（本事業により提供されるサービスの水

準を含む。） 

エ その他の本事業の適正かつ確実な実施を図るために必要な事項 

 また、ＰＦＩ事業者は、本事業の実施の状況や成果等（以下「業績等」という。）が

要求水準を達成していない場合又は達成しないおそれが有る場合は、ＰＦＩ事業者自

らの責任において本事業の実施に関する業務を実施する提案企業に対して改善要求を

行うなど、要求水準を達成するための措置を講じなければならないものとする。 

 本市は、ＰＦＩ事業者による本事業の業績等の確認（以下「セルフモニタリング」

という。）の結果を確認（以下「モニタリング」という。）することにより、要求水準

の達成状況を確認する。 

 

(2) 改善要求措置の概要 

 本市は、モニタリングの結果、ＰＦＩ事業者の責めに帰すべき事由により本事業に

関する要求水準が達成できていない、又は達成できないおそれがあると判断した場合

は、ＰＦＩ事業者に対して、改善勧告、支払の減額、違約金の請求、契約解除等の改

善要求措置を講ずるものとする。 

 

２ モニタリングの方法 

(1) 関係者協議会 

ア 本市及びＰＦＩ事業者は、ＰＦＩ事業契約の定めるところにより関係者協議会を

設置し、ＰＦＩ事業契約（仮契約）の締結日以降本施設等の引渡日まで、及び本施

設等の引渡日以降における夏期の屋外プール営業の期間が含まれる第２四半期（７

月１日から９月 30 日までの期間）については原則として毎月２回の頻度で関係者協

議会を開催する。 

イ 本市及びＰＦＩ事業者は、ＰＦＩ事業契約の定めるところにより関係者協議会に

おいて本事業の実施に関する事項について協議する他、ＰＦＩ事業者は本事業の実

施状況を報告し、本市はその報告を確認する。 
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 なお、ＰＦＩ事業者は本事業の実施状況の報告にあたり、市と協議のうえ、書面

並びに関係する図面又はそれらの電子データを併せて提出すること。 

 

(2) セルフモニタリング 

ア ＰＦＩ事業者は、ＰＦＩ事業契約（仮契約）の締結日の翌日から 14 日以内にセル

フモニタリング計画（本事業の実施に関する要求水準の確認の時期及び方法等の他、

セルフモニタリングに必要な事項を記載した計画）を作成し、本市に提出して確認

を受けること。 

イ ＰＦＩ事業者は、次の(ｱ)及び(ｲ)に掲げる事項に従い、上記アのセルフモニタリ

ング計画に基づいたセルフモニタリング年間計画（当該年度における要求水準の確

認の時期及び方法等の他、当該年度のセルフモニタリングに必要な事項を記載した

計画）を作成して本市に提出すること。 

(ｱ) 最初のセルフモニタリング年間計画書は、ＰＦＩ事業契約（仮契約）の締結日

から最初に到来する事業年度末日までを対象として、ＰＦＩ事業契約（仮契約）

の締結日の翌日から 14 日以内に提出し、以後、毎事業年度末日の 30 日前まで

に翌事業年度を対象としたセルフモニタリング年間計画書を作成して提出する

こと。 

(ｲ) セルフモニタリング年間計画書には、当該年度における本事業の実施に関する

業務の実施内容、工程及び業績等の確認の時期及び方法等の他、セルフモニタ

リングを実施する計画に必要な事項を記載すること。 

ウ ＰＦＩ事業者は、上記アのセルフモニタリング計画書及び上記イのセルフモニタ

リング年間計画書に基づき、次の(ｱ)から(ｴ)までに掲げるセルフモニタリングによ

り本事業の業績等が要求水準を達成していることを確認すること。 

(ｱ) 計画時セルフモニタリング 

 次のａからｍまでに掲げる書類が、基本協定、ＰＦＩ事業契約、要求水準書

及び計画提案に基づいた内容であることを確認し、当該書類を本市に提出する

こと。 

ａ 経営管理総合計画書（セルフモニタリング計画書を含む。） 

ｂ ＰＦＩ事業者（ＳＰＣを設立する場合はＳＰＣ）の定款及び株主名簿の写し 

ｃ 施設性能確認計画書 

ｄ 設計業務計画書 

ｅ 建設業務計画書 

ｆ 工事監理業務計画書 

ｇ 備品等設置業務計画書 

ｈ 施設管理総合計画書 

ｉ 施設運営総合計画書 
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ｊ 自主事業総合計画書 

ｋ 利便機能営業総合計画書 

ｌ 付帯事業総合計画書 

ｍ その他の計画時セルフモニタリングに必要な書類 

(ｲ) 日常セルフモニタリング 

 毎日の本事業の業績等について要求水準を達成していること、又は達成でき

ないおそれがないことを確認し、その確認結果を関係者協議会において本事業

の実施状況として本市に報告すること。 

 また、本事業に重大な影響を及ぼす可能性のある事象が生じた場合は、直ち

にその内容を本市に報告するとともに応急処置等を行うこと。 

(ｳ) 定期セルフモニタリング 

 次のａからｍまでに掲げる書類が、基本協定、ＰＦＩ事業契約、要求水準書

及び計画提案に基づいた内容であることを確認し、当該書類等を本市に提出す

ること。 

ａ 各事業年度における経営管理の計画及び業績等に関する書類 

(a) 経営管理年間計画書 

(b) 財務管理年間計画書 

(c) 業務管理年間計画書（セルフモニタリング年間計画書を含む。） 

(d) 経営管理総合年間報告書 

(e) ＰＦＩ事業者の株主総会に提出又は提供された資料及び当該株主総会の

議事録又は議事要旨における本事業に関する事項 

(f) ＰＦＩ事業者の取締役会に提出又は提供された資料及び当該取締役会の

議事録又は議事要旨における本事業に関する事項 

(g) ＰＦＩ事業者の定時株主総会に係る事業年度における監査済みの会社法

第 435 条第２項に定める計算書類及びその附属明細書、それらの計算書類

に係る監査報告書の写し及びその根拠となる本事業に関する資金収支の実

績との関係を説明した書類 

(h) 本事業の実施に関する各業務における当該年度の発注状況一覧 

ｂ 各四半期における経営管理の業績等に関する書類 

(a) 経営管理総合四半期報告書 

ｃ 本施設等の施設性能に関する書類 

(a) 施設性能確認報告書（基本設計終了時点、建設工事着手時点、建設工事終

了時点、本事業の事業期間終了日の１年前の時点等） 

ｄ 施設整備業務の業績等に関する書類 

(a) 設計業務の成果物 

(b) 建設業務の実施工程表 
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(c) 建設業務の進捗状況報告書 

(d) 本施設の揮発性有機化合物（ＶＯＣ）等の室内濃度測定結果報告書 

(e) 建設業務の成果物（施設管理用図面、施設利用の手引き等を含む。） 

(f) 工事監理業務報告 

(g) 工事監理業務の成果物 

(h) 備品等設置業務の成果物（備品台帳、備品等利用の手引き等を含む。） 

ｅ 各事業年度における施設管理業務及び施設運営業務の計画に関する書類 

(a) 施設管理総合年間計画書 

(b) 施設運営総合年間計画書 

ｆ 各四半期における施設管理業務及び施設運営業務の業績等に関する書類 

(a) 施設管理総合四半期報告書 

(b) 施設運営総合四半期報告書 

ｇ 各事業年度における自主事業の計画に関する書類 

(a) 自主事業年間計画書 

ｈ 各四半期における自主事業の業績等に関する書類 

(a) 自主事業四半期報告書 

ｉ 各事業年度における利便機能営業の計画に関する書類 

(a) 利便機能営業年間計画書 

ｊ 各四半期における利便機能営業の業績等に関する書類 

(a) 利便機能営業四半期報告書 

ｋ 各事業年度における付帯事業の計画及び業績等に関する書類 

(a) 付帯事業年間計画書 

(b) 付帯事業年間報告書 

ｌ 各四半期における付帯事業の業績等に関する書類 

(a) 付帯事業四半期報告書 

ｍ その他の定期セルフモニタリングに必要な書類 

(ｴ) 随時セルフモニタリング 

 本事業の業績等について、適宜、必要に応じて提案企業に説明を要求し、現

場に立ち会うなどして、本事業の要求水準を達成している、又は達成できない

おそれがないことを確認し、関係者協議会において本市に報告すること。 

 また、次のａからｈまでに掲げる事項について変更があった場合には、その

変更日の翌日から 14 日以内に変更後の内容を本市に報告すること。 

ａ ＰＦＩ事業者（ＳＰＣを設立する場合はＳＰＣ）の定款 

ｂ ＰＦＩ事業者（ＳＰＣを設立する場合はＳＰＣ）の株主名簿 

ｃ 施設管理用図面 

ｄ 施設管理用台帳 
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ｅ 施設利用の手引 

ｆ 備品等台帳 

ｇ 備品等利用の手引 

ｈ その他の本事業の実施に関する変更事項 

 

(3) モニタリング 

 本市は、関係者協議会におけるＰＦＩ事業者の報告（当該報告に関連する書面及び

当該書面に付帯する図面等の資料を含む。）並びにＰＦＩ事業者が提出する書類（当該

書類に付帯する図面等の資料を含む。）に基づき、ＰＦＩ事業者による本事業の業績等

が要求水準を達成していることを確認することを基本とし、必要に応じて実地におけ

る確認を行うものとする。 

 また、本市は、必要があるときは、随時、ＰＦＩ事業者による本事業の業績等を確

認するための報告をＰＦＩ事業者に求めることができるものとし、ＰＦＩ事業者は本

市から請求のあった事項について速やかに本市に報告すること。 

 

３ 改善要求措置の方法 

(1) 改善勧告及び改善・復旧の措置 

ア 改善勧告 

 本市は、本事業の業績等をモニタリングした結果、ＰＦＩ事業者の責めに帰すべ

き事由により業績等が要求水準を達成していない、又は達成しないおそれがあると

判断した場合（以下、このような本事業の業績等の状態を「懸念事項」という。）は、

ＰＦＩ事業者に対して、直ちに当該懸念事項に対する改善及び復旧等を図るよう改

善勧告を行うものとする。 

 また、本市は、後記「(2)イ(ｱ) 是正レベルの認定」に示すところにより、改善

が必要な懸念事項の内容に応じた是正レベルを認定し、当該認定結果を改善勧告と

共にＰＦＩ事業者に通知する。 

イ 改善・復旧計画書の作成及び確認 

 ＰＦＩ事業者は、改善勧告に基づき、次に掲げる事項について示した改善・復旧

計画書を作成して本市に提出すること。 

(ｱ) 懸念事項の内容及び原因 

(ｲ) 懸念事項の状況を改善及び復旧する具体的な方法、期限及び責任者 

(ｳ) 本事業の実施体制、実施計画等についての必要な改善策 

 本市は、ＰＦＩ事業者が提出した改善・復旧計画書の内容が、懸念事項の状況を

改善及び復旧できる合理的なものであることを確認する。 

 なお、本市は、その内容が、懸念事項の状況を改善及び復旧できるものとなって

いない、又は合理的でないと判断した場合、改善・復旧計画書の変更及び再提出を
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求めることができるものとする。 

 ただし、懸念事項の改善に緊急を要し、応急処置等を行うことが合理的と判断さ

れる場合については、上記によらず、ＰＦＩ事業者は自らの責任において適切に応

急処置等を行うものとし、これを本市に報告する。 

ウ 改善・復旧の措置及び確認 

 ＰＦＩ事業者は、改善・復旧計画書に基づき、業務を実施する提案企業に対して

適切に指導等を行いつつ、直ちに改善及び復旧を図り、本市に報告する。本市は、

ＰＦＩ事業者からの報告を受け、懸念事項の改善及び復旧が図られたことを確認す

る。 

エ 再改善勧告（同じ懸念事項に対して改めて行う改善勧告） 

 本市は、改善勧告において通知した提出期限までに改善・復旧計画書が提出され

ない場合、改善・復旧計画書に定められた期限までに懸念事項の改善及び復旧が図

られたことが確認できない場合、改善及び復旧の図られた懸念事項が再び生じたこ

とを確認した場合は、再度上記アの改善勧告を行うと共に、後記「(2)イ(ｲ) 減額

ポイントの算定」に示すところにより減額ポイントの加算を開始する。 

 

(2) 支払の減額措置 

ア 本施設等の性能に関する事項 

 本市は、本施設等の完成検査において、要求水準が達成できず、修補が困難であ

ることを確認した場合、ＰＦＩ事業契約に基づいて提出されている最新の事業費の

内訳に基づき、修補が困難である部分に相当する本施設等工事費等の減額、又は本

施設等工事費等の 10％に相当する違約金をＰＦＩ事業者に請求する。 

イ 本事業の業績等に関する事項 

(ｱ) 是正レベルの認定 

 本市は、本事業の業績等についての改善勧告を行うにあたり、改善が必要な

懸念事項の内容ごとに是正レベルの認定を行い、改善勧告と共に是正レベルの

認定結果をＰＦＩ事業者に通知する。是正レベルはレベル１からレベル３の３

段階とし、それぞれの是正レベル別の懸念事項の内容例は次のとおりとする。 
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是正レベル別の懸念事項の内容例 

是正レベル 懸念事項の内容例 

レベル１ 

本事業の実施に関して軽微な支障があった場合等 

・本市に対する報告が遅延した場合 

・各事業年度を対象とした年間の計画に記載された事項の実施が

遅延した場合 

・本施設の利用者に対するサービスの提供（施設運営業務、自主

事業及び利便機能営業の実施によるサービスの提供）に不備等

があった場合 

・本施設の利用者に対するサービスの提供（施設運営業務、自主

事業及び利便機能営業の実施によるサービスの提供）が一時的

（８時間未満）に停止した場合 

・本施設（設備等を含む。）に一時的（８時間未満）な不具合が

生じた場合 

・利便機能の営業に不備等があった場合 

・付帯事業による民間収益施設の営業に不備等があった場合 

・本市への提出書類の提出が遅延した場合 

・本市職員及びその関係者、利用者、本施設を視察等する見学者

並びに市民等への対応に不備があった場合 

・本市が改善勧告を行うような懸念事項を生じさせた場合など、

本事業の実施に関して軽微な支障があると判断した場合 

レベル２ 

本事業の実施に関して重大な支障があった場合等 

・本市に対する報告内容に不備又は虚偽等があった場合 

・年間計画に記載された事項の実施に不備等があった場合 

・本施設の利用者に対するサービスの提供（施設運営業務、自主

事業及び利便機能営業の実施によるサービスの提供）に関する

不備等について利用者及び市民等から苦情があった場合 

・本施設の利用者に対するサービスの提供（施設運営業務、自主

事業及び利便機能営業の実施によるサービスの提供）が終日

（８時間以上）停止した場合 

・本施設（設備等を含む。）に終日（８時間以上）にわたり不具

合が生じた場合 

・利便機能の営業に関する不備等について利用者及び市民等から

苦情があった場合 

・付帯事業による民間収益施設の営業に関する不備等について利

用者及び市民等から苦情があった場合 

・本市への提出書類について提出内容に不備又は虚偽の記載があ

った場合 

・本市からの改善勧告、本事業の実施に関する公的機関からの指

導又は指示等への対応に不備があった場合 

・本市職員及びその関係者等の実地による業績等の確認を拒み、

妨げ又は怠った場合 

・本市がレベル１に認定した懸念事項について再改善勧告を行っ

た場合など、本事業の実施に関して重大な支障があると判断し
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是正レベル 懸念事項の内容例 

た場合など 

レベル３ 

本事業の実施に関して業務不履行があった場合等 

・本市に対する重大かつ緊急な報告事項の報告が遅延した場合又

は本市に対する報告事項が報告されていない若しくは隠蔽さ

れていた場合 

・本施設の利用者に対するサービスに関して事故を発生させた場

合 

・本施設の利用者に対するサービスに関して利用者又は第三者に

損害を与えた場合 

・本施設の利用者に対するサービスの提供（施設運営業務、自主

事業及び利便機能営業の実施によるサービスの提供）が 24 時

間以上停止した場合 

・本施設（設備等を含む。）に 24 時間以上にわたり不具合が生じ

た場合 

・利便機能の営業に関して事故を発生させた場合 

・利便機能の営業に関して利用者又は第三者に損害を与えた場合 

・付帯事業による民間収益施設の営業に関して事故を発生させた

場合 

・付帯事業による民間収益施設の営業に関して利用者又は第三者

に損害を与えた場合 

・本市への提出書類が提出されなかった場合 

・本市がレベル２に認定した懸念事項について再改善勧告を行っ

た場合など、本事業の実施に関して業務不履行があると判断し

た場合など 

 

(ｲ) 減額ポイントの算定 

 本市は、ＰＦＩ事業者に改善勧告を行った後、次のいずれかの場合には、再

改善勧告を行うとともに、改めて懸念事項の是正レベルを認定し、改善及び復

旧が図られていない懸念事項の内容、改善・復旧計画書の再提出期限及び是正

レベルの認定結果をＰＦＩ事業者に通知すると共に減額ポイントの加算を開始

する。 

ａ 提出期限までに改善・復旧計画書が提出されない場合 

ｂ 改善・復旧計画書に定められた期限までに懸念事項の改善及び復旧が図られた

ことを確認できない場合 

ｃ 改善及び復旧の図られた懸念事項が再び生じたことを確認した場合 

 減額ポイントの算定は、本市が当初の改善勧告において通知した懸念事項が

生じた日（初日）から当該懸念事項の改善及び復旧が図られたことを本市が確

認した日（末日）までの期間（以下「算定対象期間」といい、初日及び末日の

両日を含む。）を対象として、是正レベルに応じた１日あたりの減額ポイントを

算定対象期間の日数に乗じて算定する。ただし、上記ｃの改善及び復旧の図ら

れた懸念事項が再び生じたことを確認した場合は、当初の改善勧告において通
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知した懸念事項が再び生じた日を算定対象期間の初日とする。 

 是正レベルに応じた１日あたりの減額ポイントは次のとおりとする。 

 

是正レベルに応じた１日あたりの減額ポイント 

是正レベル １日あたりの減額ポイント 

レベル１ 懸念事項１件につき １ポイント／日 

レベル２ 懸念事項１件につき ５ポイント／日 

レベル３ 懸念事項１件につき 10 ポイント／日 

 

 なお、算定対象期間中に到来した支払対象期間末日までの減額ポイントの合

計に応じて当該支払対象期間の支払を減額した場合は、当該支払対象期間末日

までに加算された減額ポイントの合計を失効するものとし、翌支払対象期間の

初日から改めて減額ポイントの加算を開始する。 

 また、算定対象期間中に是正レベルを変更した場合は、是正レベル変更の通

知日以降の期間は、変更後の是正レベルに応じた１日あたりの減額ポイントを

加算する。 

 是正レベルの変更や支払の減額が行われた場合の算定対象期間の初日及び末

日は次のとおりとする。 

 

算定対象期間の初日及び末日 

算定対象期間中の状況 算定対象期間の初日 算定対象期間の末日 

算定対象期間中に是正レ

ベルの変更や支払の減額

が行われない場合 

Ａ 本市が再改善勧告に

おいて通知した懸念事

項が生じた日 

Ｄ Ａの懸念事項の改善

及び復旧が図られたこ

とを本市が確認した日 

算定対象期

間中に支払

の減額が行

われる場合 

当該減額に

係る支払対

象期間 

Ａ 本市が再改善勧告に

おいて通知した懸念事

項が生じた日 

Ｂ 支払対象期間の末日 

翌支払対象

期間 

Ｃ 翌支払対象期間の初

日 

Ｄ Ａの懸念事項の改善

及び復旧が図られたこ

とを本市が確認した日 

算定対象期

間中に是正

レベルの変

是正レベル

変更前 

Ａ 本市が再改善勧告に

おいて通知した懸念事

項が生じた日 

Ｂ 是正レベル変更の通

知日の前日 
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更が行われ

る場合 
是正レベル

変更後 

Ｃ 是正レベル変更の通

知日 

Ｄ Ａの懸念事項の改善

及び復旧が図られたこ

とを本市が確認した日 

 

(ｳ) 減額ポイントの支払額への反映 

 本市は、ＰＦＩ事業契約（仮契約）の締結日から本施設等の引渡日までの間

における各懸念事項に関する減額ポイントの合計、又は本施設の引渡日の翌日

以降の各支払対象期間（四半期）末日までにおける各懸念事項に関する減額ポ

イントの合計（支払対象期間内において改めて改善勧告を行うことにより是正

レベルを変更した場合はそれぞれの是正レベルに応じた算定対象期間において

算定された減額ポイントの合計）に応じて減額対象となる支払に対する減額割

合を算定し、ＰＦＩ事業者に減額後の支払額をＰＦＩ事業者に通知する。 

 懸念事項の対象分野別の減額対象となる支払は次のとおりとする。 

 

懸念事項の対象分野別の減額対象となる支払 

算定期間 懸念事項の対象分野 減額対象となる支払額 

ＰＦＩ事業契

約（仮契約）

の締結日から

本施設等の引

渡日までの期

間 

本施設等の設計業務の業績

等に関する懸念事項 

施設整備費における設計業務の

費用に相当する支払額 

本施設等の建設業務の業績

等に関する懸念事項 

施設整備費における建設業務の

費用に相当する支払額（工事費

における一般管理費） 

本施設等の工事監理業務の

業績等に関する懸念事項 

施設整備費における工事監理業

務の費用に相当する支払額 

備品等設置業務の業績等に

関する懸念事項 

備品等設置費における備品等設

置業務の費用に相当する支払額

（一般管理費等） 

上記以外のその他及び経営

管理業務の業績等に関する

懸念事項 

施設整備費における本施設の引

渡日までのＰＦＩ事業者の運営

費に相当する支払額 

本施設等の引

渡日の翌日以

降の各支払対

本施設の施設管理業務及び

施設運営業務の業績等に関

する懸念事項 

当該支払対象期間の指定管理料 
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象期間（四半

期） 

上記以外のその他及び経営

管理業務、本施設の自主事

業及び利便機能営業、付帯

事業の業績等に関する懸念

事項 

当該支払対象期間のその他費用 

 

 減額ポイントの合計は、対象としている懸念事項の改善及び復旧が図られた

ことを本市が確認した場合、又は減額ポイントの合計に応じて支払を減額した

場合にそれぞれ失効するものとする。 

 このため、算定対象期間中に支払いの減額が行われる場合は、支払対象期間

末日までの減額ポイントの合計は、翌支払対象期間に繰り越さないものとする。 

 また、支払対象期間末日までの減額ポイントの合計が 10 ポイント未満である

場合は支払いの減額は行われず、当該減額ポイントの合計は翌支払対象期間に

繰り越すものとし、対象としている懸念事項の改善及び復旧が図られたことを

本市が確認した日における減額ポイントの合計が 10 ポイント未満である場合

は当該減額ポイントの合計は失効するものとする。 

 減額ポイントの合計に応じた支払額の減額割合の算定方法は次のとおりとす

る。 

 

減額ポイントの合計に応じた支払額の減額割合の算定方法 

減額ポイント合計 支払額の減額割合の算定方法 

 ０ ～ ９  ０％減額（減額なし） 

 10 ～ 99 １ポイントにつき支払額の 0.15％減額 

 減額割合＝減額ポイント合計×0.15 

（1.5％～約 15％の減額） 

 100 ～ 199 １ポイントにつき支払額の 0.35％減額 

 減額割合＝減額ポイント合計×0.35－20 

 200 ～ 299 １ポイントにつき支払額の 0.50％減額 

 減額割合＝減額ポイント合計×0.50－50 

 300 以上  100％減額 

 

(3) 本事業の業務を実施する提案企業の変更 

 改善勧告を繰り返しても、懸念事項を改善及び復旧することが明らかに困難である

と認められた場合、本市は、ＰＦＩ事業者との協議により、懸念事項が生じている業

務を実施する提案企業等の変更を求めることができるものとする。 
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(4) 契約解除 

 改善勧告を繰り返しても、懸念事項を改善及び復旧することが明らかに困難である

と認められた場合、本市は、ＰＦＩ事業者の債務不履行と判断して、本事業に係わる

契約の全部又は懸念事項を生じさせている部分を解除できるものとする。 

 なお、本市は、本事業に係わる契約の一部解除により、本事業全体の業務履行の継

続が明らかに不可能であると判断した場合、ＰＦＩ事業者の債務不履行等を理由に本

事業に係わる契約を終了することがある。この場合、本市は、ＰＦＩ事業契約の定め

るところに従い、本事業に係わる契約を終了するものとする。 

 

４ 事業終了時に係る業績等の監視の方法 

ア ＰＦＩ事業者は、本事業の事業期間の終了日の１年前に、本施設の劣化等の状況

報告及び本施設の保全のために必要となる資料並びに図面及び電子データの整備状

況の報告を行う。 

イ 本市は、上記アの報告内容について確認を行う。 

ウ 本市及びＰＦＩ事業者は、上記イによる確認の内容に基づき、必要に応じて協議

する。 

エ ＰＦＩ事業者は、要求水準を満たすよう、本事業終了時までに、協議の結果を反

映した修繕計画書に基づき修繕を行うほか、必要となる資料を整備し、本市に確認

を受ける。 
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５ 本事業の実施に関して本市に提出する書類 

(1) ＰＦＩ事業契約（仮契約）の締結日の翌日から 14 日以内に提出する書類 

ア 経営管理総合計画書（セルフモニタリング計画書を含む。） 

イ 経営管理年間計画書（最初の事業年度を対象） 

ウ 財務管理年間計画書（最初の事業年度を対象） 

エ 業務管理年間計画書（セルフモニタリング年間計画書を含み、最初の事業年度を

対象） 

オ ＰＦＩ事業者（ＳＰＣを設立する場合はＳＰＣ）の定款及び株主名簿の写し 

カ 施設性能確認計画書 

キ 設計業務計画書 

ク 付帯事業総合計画書 

 

(2) ＰＦＩ事業者の株主総会の会日の翌日から 14 日以内に提出する書類 

ア 株主総会に提出又は提供された資料及び当該株主総会の議事録又は議事要旨にお

ける本事業に関する事項 

イ 当該定時株主総会に係る事業年度における監査済みの会社法第 435 条第２項に定

める計算書類及びその附属明細書、当該計算書類等に係る監査報告書の写し、当該

計算書類の根拠となる本事業に関する資金収支の実績との関係を説明した書類 

 

(3) ＰＦＩ事業者の取締役会の会日の翌日から 14 日以内に提出する書類 

ア 取締役会に提出又は提供された資料及び当該取締役会の議事録又は議事要旨にお

ける本事業に関する事項 

 

(4) 基本設計の終了日の翌日から 14 日以内に提出する書類 

ア 設計業務の成果物（施設性能確認報告書（基本設計終了時点）を含む。） 

 

(5) 実施設計の終了日の翌日から 14 日以内に提出する書類 

ア 設計業務の成果物（施設性能確認報告書（建設工事着手時点）を含む。） 

 

(6) 本施設等の建設工事の着工日の 30 日前までに提出する書類 

ア 建設業務計画書 

イ 工事監理業務計画書 

ウ 備品等設置業務計画書 

エ 建設業務の実施工程表 

オ 建設業務の進捗状況報告書 
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(7) 建設工事期間中の毎月末日の翌日から 14 日以内に提出する書類 

ア 建設業務の進捗状況報告書 

イ 工事監理業務報告書 

 

(8) 建設業務の終了日の翌日から 14 日以内に提出する書類 

ア 建設業務の成果物（施設性能確認報告書（建設工事終了時点）、施設管理用図面、

施設利用の手引きを含む。） 

イ 揮発性有機化合物（ＶＯＣ）等の室内濃度測定結果報告書 

 

(9) 工事監理業務の終了日の翌日から 14 日以内に提出する書類 

ア 工事監理業務の成果物 

 

(10) 備品等設置業務の終了日の翌日から 14 日以内に提出する書類 

ア 備品等設置業務の成果物（備品等台帳、備品等利用の手引きを含む。） 

 

(11) 事業年度末日の翌日から 14 日以内に提出する書類 

ア 経営管理総合年間報告書（本施設の引渡日が含まれる事業年度の前年度までを対

象） 

イ 付帯事業年間報告書（本施設の引渡日が含まれる事業年度の前年度までを対象） 

 

(12) 付帯事業用地の貸付日の 30 日前までに提出する書類 

ア 付帯事業年間計画書（最初の事業年度を対象） 

 

(13) 本施設等の引渡日の 180 日前までに提出する書類 

ア 施設管理総合計画書 

イ 施設運営総合計画書 

ウ 自主事業総合計画書 

エ 利便機能営業総合計画書 

 

(14) 事業年度末日の 30 日前までに提出する書類 

ア 経営管理年間計画書（翌事業年度を対象） 

イ 財務管理年間計画書（翌事業年度を対象） 

ウ 業務管理年間計画書（セルフモニタリング年間計画書を含み、翌事業年度を対象） 

エ 施設管理総合年間計画書（本施設の引渡日が含まれる事業年度以降を対象） 

オ 施設運営総合年間計画書（本施設の引渡日が含まれる事業年度以降を対象） 

カ 自主事業年間計画書（本施設の引渡日が含まれる事業年度以降を対象） 
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キ 利便機能営業年間計画書（本施設の引渡日が含まれる事業年度以降を対象） 

ク 付帯事業年間計画書（翌事業年度を対象） 

 

(15) 事業年度末日の翌日から 90 日以内に提出する書類 

ア 本事業の実施に関する各業務における当該年度の発注状況一覧 

 

(16) 四半期末日の翌日から 14 日以内に提出する書類 

ア 経営管理総合四半期報告書 

イ 施設管理総合四半期報告書 

ウ 施設運営総合四半期報告書 

エ 自主事業四半期報告書 

オ 利便機能営業四半期報告書 

カ 付帯事業四半期報告書 

 

(17) 変更日の翌日から 14 日以内に提出する書類 

ア ＰＦＩ事業者（ＳＰＣを設立する場合はＳＰＣ）の定款及び株主名簿の写し 

イ 経営管理総合計画書に記載したＰＦＩ事業者自らが締結し、又は締結予定の契約

若しくは覚書等の一覧 

ウ 施設管理用図面、施設管理用台帳、施設利用の手引き、備品等台帳、備品等利用

の手引き 

 

(18) 本事業の事業期間の終了日が含まれる事業年度の前事業年度末日までに提出する

書類 

ア 施設性能確認報告書 

イ 本施設の施設管理業務の仕様書及び業務マニュアル 

ウ 本施設の施設運営業務の仕様書及び業務マニュアル 

 

 



 

 

 

 


